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ESG推進への取り組み

人々の暮らしを
安全・快適にする技術や製品を提供し、
社会に貢献するKYBグループ

ESG推進にあたり、単に環境／社会への対応を行うのではなく、ビジネスチャンスの可能性を探り、企
業価値を高める活動を推進していきます。そのためにも社内で行われているESGに関するすべての活
動を取りまとめ、ステークホルダーの皆様にきちんと発信することで信頼醸成を図っていきます。

近年、カーボンニュートラルをはじめとした環境への取り組み、ダイバーシティや健康経営の推進などの
社会的信頼を高める活動、それらを担保する企業統治といったESG経営への要求が高まってきました。KYB

もこれまでのESG経営を進化させるため2021年7月1日付でESG推進室を新設しました。その役割は環境・
社会・ガバナンスの基本方針をグループ全体へ展開し、推進することにあります。これまでの通常の生産改
善活動の延長線上ではなく、すべての活動を行う上でESG的な価
値を意識し、方針策定の基盤として、積極的な活動に進化させて
いきたいと考えています。過去に実施してきた既存の活動もESG

の取り組みとして捉え直し、社内外への発信を積極的に行うこと
で、信頼醸成を目指していきます。さらに、グループ全体で、CO2

排出量削減、社会の持続的発展に貢献する製品開発や健康に配慮
した職場づくりなどにも、積極的に取り組んでいきます。

ESG基本方針

活動骨子

• ESG経営を方針策定の基盤とし、価値創造の流れの全体像（価値観、ビジネスモデル、持続可能性・
成長性など）を設定します。

• 既存の活動もESGの取り組みとして捉え直し、対外発信して、信頼醸成を図ります。

環境 Environment1

企業統治 Governance3

社会 Social2

基盤強化 Management Foundation4

脱炭素社会への取り組み カーボンニュートラル 人権尊重 給与、ハラスメント

ESG教育、人財育成ガバナンス体制強化

資源循環型社会への取り組み 産業廃棄物削減 労働慣行 健康経営、こころの健康、からだの健康、安全

信頼醸成のための対外発信コンプライアンス

自然共生活動への取り組み 環境汚染防止、生物多様性保全 人財多様性 多様な人財が壁がなく働ける環境整備

リスク管理

製品開発 地球に優しい製品・工程の開発 社会貢献 社会貢献活動
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規範を遵守するとともに、何事にも真摯に向き合います。

高い目標に挑戦し、より活気あふれる企業風土を築きます。

優しさと誠実さを保ち、自然を愛し環境を大切にします。

常に独創性を追い求め、お客様・株主様・お取引先様・社会の発展に貢献します。

経営理念

取締役副社長執行役員
（ESG推進担当役員）

齋藤 圭介

ESG推進への取り組み

KYBにおけるESG経営の進化
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基本的な考え方
当社は、持続的な成長と企業価値向上の実現を通し

てステークホルダーの皆様の期待に応えるとともに、
社会に貢献するという企業の社会的責任を果たすた
め、取締役会を中心に迅速かつ効率的な経営体制の構
築ならびに公正性かつ透明性の高い経営監督機能の
確立を追求し、経営理念および以下の基本方針に基づ
き、コーポレートガバナンスの強化および充実に取り

前記のうち、主な会議体ごとの構成員は以下のとおりです。

基本方針

コーポレートガバナンスの概要と体制
当社は会社法上の機関設計として、監査役会設置会

社を採用しています。

〈取締役会〉
取締役会は、社外取締役3名を含む7名で構成し、法

令、定款および取締役会規則、その他社内規程などに
従い、経営に係る重要事項の意思決定や取締役の職務
執行を監督しており、原則として毎月1回開催してい
ます。なお、社外取締役3名を独立役員として登録し
ています。

〈執行役員会〉
執行役員会は、取締役会へ上程する案件の事前審議

機関として、全社的な視点から経営に係る重要事項を
審議します。

コーポレートガバナンス体制図

組むことを基本的な考え方としています。
「2020中期経営計画」では、免震・制振用オイルダン
パーほか、不適切事象の再発防止、企業風土改革の一
環である、規範意識とコンプライアンス遵守を経営の
根幹に据えながら、「取り戻そう信頼と誇り」をスロー
ガンに、高収益体質への変革に取り組んでいます。

1. 当社は、株主の権利を尊重し、平等性を確保する。
2. 当社は、株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーとの適切な協働に努める。
3. 当社は、法令に基づく開示はもとより、ステークホルダーにとって重要または有用な情報についても主体的
に開示する。

4. 当社の取締役会は、株主受託者責任および説明責任を認識し、持続的かつ安定的な成長および企業価値の向
上ならびに収益力および資本効率の改善のために、その役割および責務を適切に果たす。

5. 当社は、株主との建設的な対話を促進し、当社の経営方針などに対する理解を得るとともに、当社への意見
を経営の改善に繋げるなど適切な対応に努める。

〈その他経営会議〉
機能部門および事業部門が業務執行状況を報告す

る「経営報告会」、海外各地域統轄会社および傘下会社
の経営執行状況を統轄する役員および社長への「定期
的報告会」、また経営トップが自ら現地に出向き、方
針の展開状況やモノづくりの重要課題をフォローす
る「トップ報告会」などの会議体を設置し、グループ経
営監視体制の強化を図っています。

〈監査役会〉
監査役会は、常勤監査役4名で構成し、うち2名は社

外監査役です。社外監査役による監査により、実効性
のある経営監視が期待でき、有効なガバナンス体制が
とられているものと判断しています。なお、社外監査
役の2名は独立役員として登録しています。

社外役員の独立性基準

（注） ◎は議長を示しています。

役職名 氏名 取締役会 執行役員会 経営報告会 監査役会

取締役会長 中島 康輔 ◎ ○ ○

代表取締役社長執行役員 大野 雅生 ○ ◎ ○

代表取締役副社長執行役員 加藤 孝明 ○ ○ ◎

取締役副社長執行役員 齋藤 圭介 ○ ○ ○

社外取締役 鶴田 六郎 ○ ○ ○

社外取締役 塩澤 修平 ○ ○ ○

社外取締役 坂田 政一 ○ ○ ○

常勤監査役 久田 英司 ◎

常勤監査役（社外） 田中 順一 ○

常勤監査役（社外） 相楽 昌彦 ○

常勤監査役 野々山 秀貴 ○

執行役員17名  ̶ ○ ○

諮問委員会
（指名・報酬）

本社機能部署・事業本部・国内外グループ企業・支店・営業所

選解任

監査

監査

監査J-SOX評価

選解任

諮問

答申

監査役会

株主総会

代表取締役社長

執行役員会・その他経営会議
会計監査人

取締役会コンプライアンス委員会

リスク管理委員会

監査部
J-SOX室

地域統轄役員

CSR・安全本部長

内部統制部

ESG推進への取り組み

コーポレートガバナンス

詳細は当社コーポレートサイトより「社外取締役および社外監査役」をご覧ください。
 https://www.kyb.co.jp/company/governance.html
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取締役会実効性評価
（1）評価の実施方法
対象者： 取締役7名（うち独立社外取締役3名）、 

監査役4名（うち独立社外監査役2名）の計11名
時　期： 2021年1月～2月
方　法： 自己評価アンケートの実施および分析・評価

【アンケートの大項目】
Ⅰ 取締役会の構成・知識経験バランス
Ⅱ 取締役会の運営
Ⅲ 取締役会の議題・内容
Ⅳ 取締役会を支える体制
Ⅴ 株主との関係・対話

【アンケートの質問数】
34項目

役員報酬等
（1）報酬構成
役員の報酬は、役職・職責に応じて毎月固定額を支

給する固定報酬（基本報酬）と、会社業績の達成度に
よって変動する業績連動報酬（賞与）によって構成さ

（2）決定方法
取締役の報酬に関しては、代表取締役および社外取

締役から構成される任意の報酬委員会で固定報酬およ
び業績連動報酬の算定基準の妥当性を検証した上で、
取締役会に対し妥当である旨の答申を行っています。
取締役の固定報酬額は、報酬委員会の答申を受け、

株主総会で決議された報酬総額限度額の範囲内にお
いて、取締役会決議により決定されます。また、取締

【アンケートの方法】
現状に対する評価：4段階評価
現状を改善するための具体的な提案：自由記述

（2）2020年の実施結果
取締役会の監督機能の強化に向けて、取締役会で審

議すべき事項や取締役会の構成に関する意見などが
出され、取締役会で評価結果および各種意見について
報告し、情報共有を行いました。

（3）今後のアクション
上記の実施結果を踏まえ、今後も社内外の情勢を踏

まえつつ議論を継続し、さらなる実効性の向上に向け
て取り組んでいきます。

れています。なお、社外取締役および監査役の報酬に
ついては、その各々の役割と独立性の観点から、固定
報酬のみとし、業績連動報酬は支給していません。

役（社外取締役を除く）の業績連動報酬については、毎
年の定時株主総会において議案が承認された時に、支
給が決定します。
監査役の固定報酬額は、株主総会で決議された報酬

総額限度額の範囲内において、監査役の協議により確
定しています。

報酬等の種類 支給対象役員 報酬総額限度額 株主総会決議年月日 算定プロセス

固定報酬

取締役 30百万円／月
（360百万円／年）

1997年6月27日開催
第75期定時株主総会 報酬委員会への諮問

監査役 8百万円／月
（96百万円／年）

2011年6月24日開催
第89期定時株主総会 ―

業績連動報酬 取締役
（社外取締役を除く）

総報酬
（固定報酬＋業績連動報酬）

の40％以下
毎年の定時株主総会に付議 報酬委員会への諮問

（注） 取締役の固定報酬における報酬総額限度額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれていません。

①算定の基礎となる指標および業績
業績連動報酬は、業績連動報酬支給事業年度の前事

業年度（以下、基準事業年度）における、下表の算定指

（3） 業績連動報酬の算定および支給額の決定方法
標（4項目）の連結業績予想達成度に応じて算定しま
す。なお、以下の指標を選択した理由は、当社グルー
プの経営上重要な指標となっているためです。

②支給総額の算定
業績連動報酬の支給総額限度額は、親会社の所有者

に帰属する当期利益金額の1.0％とします。ただし、
取締役（社外取締役を除く）の総報酬（固定報酬+業績
連動報酬）に占める業績連動報酬比率40％を超えない
こととします。

③役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

算定指標 目標 実績

セグメント利益金額（百万円） 6,200 13,325

セグメント利益率（%） 2.00 4.06

親会社の所有者に帰属する当期利益（損失）金額（百万円） 500 17,087

親会社の所有者に帰属する当期利益（損失）率（%） 0.16 5.21

（注） 目標は、基準事業年度（2021年
3月期）の前事業年度（2020年3
月期）期末決算短信に記載する
基準事業年度にかかる連結業
績予想値を使用しています。な
お、前事業年度期末決算短信に
基準事業年度にかかる連結業
績予想が公表されなかった場
合は、基準事業年度の最初に公
表された連結業績予想値を評
価指標として使用します。

持続的な成長と企業価値向上を実現するための取り組み

（1） 地域統轄役員の設置（2021年4月1日より）
（2） 監査役会と内部統制部の定期会合（2021年第1四半期より）
（3） 補欠監査役の女性社外役員を登用（2021年6月25日より）
（4） 監査役室の新設（2021年6月1日より）

支給総額は支給総額限度額に①に記載の算定指標
の達成項目数に応じた支給割合を乗じて算定します。
なお、親会社の所有者に帰属する当期損失を計上した
場合には、業績連動報酬は支給しません。

（注） 1. 取締役（社外取締役を除く）の報酬等の総額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれていません。
2. 上記には、2020年6月25日開催の第98期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役2名を含んでいます。
3. 上記の2020年度の固定報酬について、当社の取締役および執行役員から、市場環境の悪化に対応した収益性改善の取り組みに、役員自らが率先して貢献す
べく、2020年4月から2021年3月までの12ヵ月間、報酬を一部受領辞退した減額分を反映しています。

 また監査役についても同様に報酬を一部受領辞退した減額分も反映しています。
4. 当社は、2011年6月24日開催の第89期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止していますが、同株主総会において同株主総会終結の時
までの在任期間に対応する退職慰労金の支給について承認決議をいただいています。上記報酬等の総額のほか、当該承認決議に基づく以下の役員退職慰労
金の支給を当事業年度において行っています。

 ・取締役（社外取締役を含まない）1名に対する役員退職慰労金　1,400万円
 ※この金額には、過年度において開示した役員退職慰労引当金繰入額、取締役1名分1,200万円が含まれています。
5. 役員退職慰労金制度は、上記のとおり廃止していますので、当事業年度にかかる役員退職慰労金の増加はありません。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬

取締役（社外取締役を除く） 145 145 ̶ 4

社外取締役 22 22 ̶ 3

監査役（社外監査役を除く） 43 43 ̶ 3

社外監査役 44 44 ̶ 3

コーポレートガバナンス

ESG推進への取り組み
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基本的な考え方
コーポレートガバナンスを有効に機能させるため、

会社法に基づき、内部統制システムの基本方針を取締
役会において決議し、リスク管理体制、グループ管理
体制、社内コンプライアンス体制の整備など諸施策を
推進しています。
また、当社は、「コンプライアンス」を「社会規範で

ある法律・命令・規則の遵守」にとどまらず、企業活動
に伴う「定款・社内規程・契約などの遵守」と考えてい
ます。
「2020中期経営計画」は、規範意識とコンプライア
ンスを経営の根幹に据えながら「取り戻そう信頼と誇

4. 課題と対応
• 不正リスク特別監査委員会を解消し、常設のコンプラ
イアンス委員会を設置しました。不正の事後対応の
みならず、教育や啓蒙を定期的に繰り返すシステム
を構築しています。初年度の今年は、運用しながら整
備を行い、より実効性の高いものを目指しています。

2. 2020年度の取り組み
❶ コンプライアンスTOP研修会
グループ企業を含むトップマネジメント対象の研

修会を実施。専門家を招いてのレクチャーとディス
カッションを実施

❷ コンプライアンス教育
企業行動指針の理解を深めるため、イラストを多用

した新しい教材を全グループ企業に展開

3. 内部統制体制

1. 内部統制　活動のポイント

り」をスローガンにスタートし、経営理念の先頭に「規
範を遵守するとともに、何事にも真摯に向き合いま
す」を掲げ、KYBグループ全体で規範意識の醸成を実
践しています。

• 内部通報制度のさらなる実効性向上のため、社長
メッセージ、通報促進のための通達、通報の目的教
育、通報ゼロ拠点への個別対応、通報の目的の理解
を深める教育を実施します。

❸ コンプライアンス強化月間
10月をコンプライアンス強化月間とし、全従業員

に規範意識の向上を促す諸活動を実施
• コンプライアンス標語の募集と、表彰 

（優秀作品は、全職場での唱和に利用）
 最優秀賞 「再確認　会社のルールと自分の行動」
 最優秀賞 「失敗を　叩かず隠さず　無駄にせず」
 規範はすべてに優先、ヨシ！

❹ コンプライアンス意識アンケートの実施

1 KYBグループのリスク管理について

「リスク管理規程」に基づき、取締役会の下部組織としてのリ
スク管理委員会において、当年度の品質問題、労働災害など
の重点リスクに対し、各責任部署がリスク管理活動を推進し
ています。

2 KYBグループの情報保護について
「情報セキュリティ基本方針」に基づき、情報資産保護のため
の体制を構築し、サイバー攻撃などによる情報漏えい、シス
テム障害などのリスクへの対策を講じています。

3 緊急時の社内規程の運用の徹底

当社グループ企業において、重大な問題が存在する可能性を
認識した場合、直ちに当社に報告する旨の社内規程など（即
報規則*、「Bad News 1st」）について、その報告義務の再周知
を行い、実施の徹底を図っています。

4 内部通報制度の実効性向上に向けた見直し 内部通報制度に関する全従業員への説明や通達を繰り返し実
施し、実効性向上に努めています。 私は、2015年に社外取締役に就任し、2018年の

「免震・制震用オイルダンパー問題」の真相究明やそ
の後の信頼回復に向けた取り組みにも、法律の専門
家としての観点から意見交換や助言を行ってきま
した。経営陣がリーダーシップを発揮し、直ちに原
因究明と部品交換などの対応、その後の再発防止策
の確立に取り組み、今なおその努力を続けているこ
とで早期の業績回復につながったと評価していま
す。規範意識をKYBのグループ全体に浸透させるた
めの意識改革や、潜在化した不正も見逃さないしく
みづくりを行い、その役割が新たに設置されたコン
プライアンス委員会や内部統制制度へと引き継が
れています。

コーポレートガバナンスの体制も整ってきまし
たので、私たち社外の役員も、迅速かつ的確な経営
判断ができるよう、各部署からの報告や情報提供が
より充実することを期待しています。

KYBの強みは、油圧技術という基軸となる技術に
基づいたモノづくり、コア事業による堅実な経営に
あると考えています。中期経営計画の柱である「規
範意識の定着」と「コンプライアンス重視」を根幹に
据えた高収益体質への変革や、ESG、SDGsへの対応
といった新たな取り組みにも注視し、その実現に寄
与するよう、尽力してまいります。

社外取締役　鶴田 六郎

コーポレートガバナンスの体制整備に向けて

＜留意事項＞
・ コンプライアンス・キーパーソンは、左記に限らず、各社
の規模・状況に応じて複数人選任することは可能。

 ただし、原則として事務局とコミュニケーションがとれる幹
部社員であること。

KYBJ

グループ企業（国内外子会社／海外統轄会社／傘下会社）

責任者 コンプライアンス・オフィサー コンプライアンス・キーパーソン
事業（本）部長および機能（本）部長、工場長 所属長・部門長 部・課長

責任者 コンプライアンス・オフィサー コンプライアンス・キーパーソン
社長 所属長・部門長、など 部・課長

コンプライアンス委員会
（委員長：社長）

コンプライアンス・キーパーソン

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス責任者
傘下会社社長

コンプライアンス・キーパーソン

地域統轄
コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス責任者
海外統轄会社社長

コンプライアンス・キーパーソン

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス責任者
国内外会社社長

欧州・米州・中国
地域統轄役員

コンプライアンス責任者
事業（本）部長および
機能（本）部長

コンプライアンス・キーパーソン

コンプライアンス・オフィサー
（部署長）

グループ・コンプライアンス推進事務局（KYBJ内部統制部）

（傘下会社）（海外統轄会社）（国内外子会社）（KYBJ）

報告報告報告 報告 報告

報告

指示／報告指示／報告指示／報告
指示／報告

連携

連携

連携

連携連携連携

【コンプライアンス委員会メンバー】
1. 委員長：社長
2. 委員：会長、社外取締役、CSR・安全本部長 
監査統轄役員／総務・人事本部長

3. オブザーバー：監査役
4. 事務局：CSR・安全本部 内部統制部

コーポレートガバナンス

ESG推進への取り組み

内部統制／コンプライアンス

詳細は当社コーポレートサイトより
「内部統制システムの基本方針」をご覧ください。

 https://www.kyb.co.jp/company/internal_control.html

*即報規則：KYBグループの危機管理体制の根幹をなす制度であり、重要事項の情報について、部門長または拠点長などが当社社長へ迅速・正確に報告する制度
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CO2排出権

KYBではエネルギーや水、化学物質など多様な資源を利用しています。限りある資源を効率良く生産するため、
排出される廃棄物やCO2などの低減を図っています。

環境保全目標と今後の取り組み
2019年を新たな中期計画（3年）のベンチマークと

し、目標に向けて取り組んできましたが、2020年初頭
からの新型コロナウイルス感染症拡大の影響から、
KYBでも減算休業の実施や、生産にも大きな影響があ
りました。その結果、実稼働でのエネルギーの使用量

やCO2の排出量・各種廃棄物総量は、2019年比から大
幅に減少しましたが、原単位では需要減に伴う影響を
踏まえ大きく挽回に努め、エネルギー原単位について
は以下の結果となりました。

CO2排出量

2020年度の活動結果 ○：目標達成　×：目標未達

水使用量 エネルギー使用量

輸送に関するエネルギー量* 廃棄物排出量

INPUT OUTPUT

原材料（金属、非金属）

146,705 t

エネルギー
電力

91,862 MWh
燃料・ガス

18,713 kℓ
（原油換算）

水

1,539 kｍ³

化学物質（PRTR制度対象物質）

233 t

廃棄物量

2,855 t
（再利用等）

1,308 t
（埋立処分量）

628 t
大気への排出
CO₂

77,755 t-CO₂
SOx

2 t

NOx

32 t
ばいじん

0.39 t

排水量

1,419 km3

関係会社

リサイクル業者

生産活動
開発・設計

調達

生産

物流

•  リサイクル、省エネルギー、
安全など環境に配慮した 
技術・製品の開発

•  グリーン調達の推進
•  モーダルシフトの推進

スクラップ材

社外リサイクル
• 金属くず • 廃油 • 廃プラスチック
• 研磨粉 • 廃シンナー • 紙、段ボール など

社内リサイクル
•  スクラップ材（KYBグループでの有効活用）
•  クロムめっき劣化液
•  クロムめっき工程で使用する水洗水 など

生産工程

テーマ 目標値 2020年度実績 評価 2021年度の 
主な取り組み概要

地球温暖化防止 CO2排出量 95,778ｔ-CO2以下 77,755ｔ-CO2 ○
温暖化防止
LEDやLVDなどの高効率照明
置換、油圧ユニットのインバー
ター化、高効率コンプレッサー
へ更新、エア漏れ撲滅、工場内
エア消費量低減、高効率空調
や設定温度による負荷低減活
動など

廃棄物低減
バイオ処理による塗料カス減
容、廃処理減量装置の導入、廃
棄物の有価物化やリサイクル
活動の推進

省エネルギー エネルギー使用量原単位 0.20ｋℓ／百万円以下 0.196ｋℓ／百万円 ○

再資源化、 
リサイクル率の向上

リサイクル率 91.8%以上 91.9% ○

ゼロエミッション 3.3%以下 3.3% ○

廃棄物の減量

一般廃棄物 510ｔ以下 372ｔ ○

一般廃棄物原単位 2.83ｋｇ／百万円以下 2.63ｋｇ／百万円 ○

金属くず 19,126ｔ以下 15,792ｔ ○

金属くず原単位 221ｋｇ／百万円以下 111.7ｋｇ／百万円 ○

産業廃棄物 3,522ｔ以下 2,855ｔ ○

産業廃棄物原単位 32.12ｋｇ／百万円以下 20.2ｋｇ／百万円 ○

環境データ

削減の概要

エネルギー・廃棄物の最小化を 
目指した工場づくり
• エネルギー使用量やCO2排出量の削減
など環境面への配慮

• CO2排出量の少ないエネルギーの利用
や地球温暖化防止の取り組み推進

• エネルギーの見える化による諸施策の
推進

• ESGも考慮に入れ持続可能な社会や環
境を意識したエネルギー・環境整備

（～2030年）
• エネルギー削減　年1％減の継続
• 2025年再生可能エネルギー15%導入
• CO2排出量削減
• ITを活用しエネルギーの見える化推進
• 産業廃棄物の削減とリサイクル率向上

（～2050年）
• エネルギー削減　年1％減の継続
• カーボンニュートラルの達成
• ITを活用しエネルギーの見える化実施
• 産業廃棄物の削減とリサイクル率向上
継続

• 受電変電設備の高効率化（トランス更新）
• 高効率空調機の採用
• 照明のLED化
• 工場屋根などの遮熱・断熱塗装
• 高効率コンプレッサーへの更新
• エア漏れ低減によるコンプレッサー負荷低減
• 生産設備の効率化
• 設備待機電力改善
• 加熱・冷却のヒートポンプ化
• 蒸気・エアの分散管理化（配管が長いことによるロス低減）
• コージェネレーションの更新（効率アップ）・導入
• 太陽光発電の導入（相模工場済、岐阜北および他工場で検討中）
• 物流：荷重に応じた便編成、積載効率向上、輸送効率向上、 
混載便の活用、輸送本数の削減、中継地倉庫の廃止

2013 2020 2030 2050

＋↑
－↓

CO2排出量

Scope1
CO2直接排出

0

Scope2
電気による
間接排出

コージェネ更新

太陽光自家発電導入

※ 原単位は当社で定めた方法に基づき算出しています。
 エネルギーは電気・燃料を原油換算し、合計値をエネルギー使用量としています。
 CO2排出量およびエネルギー原単位は当社で定めた方法により算出しています。
 産業廃棄物の減量に関しては今年度より、リサイクル推進活動を進めており有価リサイクルを除き計上しています。

（t-CO2）

（t）

（kℓ）（km3）

（kℓ）

（t-CO2／百万円） （kℓ／百万円）
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■ 排出量（左軸）　　━ 原単位（右軸）

■ 一般廃棄物　　■ 金属くず　　■ 産業廃棄物*原油換算

■ 使用量（左軸）　　━ 原単位（右軸）
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0

0.40
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2016

2016

20162016

2016

96,545

3,469

17,931

47,572

0.52

504

0.226

1,251

1,673

2017

2017

20172017

2017

101,289

3,539

19,755

49,777

0.50

504

0.222

1,331

2,171

2018

2018

20182018

2018

102,134

3,827

20,364

50,134

0.47

597

0.2101,633

1,946

2019

2019

20192019

2019

96,745

3,557

19,319

47,459

0.46

515

0.2051,604

1,961

2020

2020

20202020

2020

77,755

2,855

15,792

42,113

0.45

372

0.1961,539

1,522

（年度）

（年度）

（年度）（年度）

（年度）

環境中期方針（CO2削減）

事業負荷に伴う環境への配慮

電気
（化石燃料）

自家発電
（再エネ）

脱炭素
電源

再エネ
電源

ガス
（化石燃料）

環境

ESG推進への取り組み
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ISO14001認証取得
環境保全への取り組みを体系的に展開するため、国

際規格であるISO14001環境マネジメントシステムの

改善事例紹介

環境省が示す環境会計ガイドライン2005年版を参考に、投資額と費用額を集計しています。

国内 海外
KYB

岐阜南工場 
（ 岐阜東工場、生産技術研究所、工機センター、 

KYBモーターサイクルサスペンション（株）を含む）

相模工場 
（基盤技術研究所、電子技術センターを含む）

熊谷工場

岐阜北工場（KYB金山（株）を含む）
国内関係会社

カヤバシステムマシナリー（株）（三重工場）

（株）タカコ（滋賀工場）

KYB-YS（株）

KYBトロンデュール（株）

海外関係会社
KYB Americas Corporation（アメリカ）
KYB Manufacturing do Brasil Fabricante de Autopecas S.A.（ブラジル）
KYB Suspensions Europe, S.A.U.（スペイン）
KYB Advanced Manufacturing Spain, S.A.U.（スペイン）
KYB Manufacturing Czech, s.r.o.（チェコ）
KYB (Thailand) Co., Ltd.（タイ）
KYB Steering (Thailand) Co., Ltd.（タイ）
PT. Kayaba Indonesia（インドネシア）
KYB-UMW Malaysia Sdn. Bhd.（マレーシア）
KYB Industrial Machinery (Zhenjiang) Ltd.（中国）
Changzhou KYB Leadrun Vibration Reduction Technology Co., Ltd.（中国）
Wuxi KYB Top Absorber Co., Ltd.（中国）
KYB Manufacturing Taiwan Co., Ltd.（台湾）
KYB Manufacturing Vietnam Co., Ltd.（ベトナム）
Takako Vietnam Co., Ltd.（ベトナム）
Takako America Co., Inc.（アメリカ）

環境会計

〔環境保全コストの分類と定義〕
投資額：対象期間における環境保全を目的とした支出額で、その効果が数期にわたって持続し、その期間に費用化されていくもの
費用額：環境保全を目的とした財・サービスの消費によって発生する費用または損失

 （単位：百万円）

コスト分類 主な内容 投資額 費用額

（1）事業エリア内コスト

（1）-1 公害防止コスト
• 大気汚染、水質汚濁防止活動

10.4 197.5• 公害防止設備の保守・点検
• 大気、水質などの分析、測定

（1）-2 地球環境保全コスト
• エネルギー転換

9.1 12.7
• 省エネ活動（投資他）

（1）-3 資源循環コスト
• 工場廃棄物の再資源化

65.0 231.6
• 産業廃棄物の減量活動

（2）上・下流コスト 0.0 0.0

（3）管理活動コスト
• ISO14001他のマネジメント維持・管理

0.0 96.9
• 環境負荷監視、従業員教育

（4）研究開発コスト
• 環境に優しい製品開発

4.7 31.1
• 軽量化、有害化学物質の削減製品

（5）社会活動コスト
• 事業外の環境保護に伴う支援

0.0 3.0
• 工場周辺の緑化、景観維持

（6）環境損傷対応コスト 0.0 0.0

（7）その他のコスト
• 内部環境保全

14.6 17.2
• 福利厚生保全

各合計 103.8 590.0

総額 693.8

コンプレッサー更新による省エネ改善
KYBグループ各工場で老朽化した設備の更新に取り組んでおり、高効率型コン

プレッサーへの更新と台数制御装置導入を進めています。また、エア漏れ修繕活
動を全工場で推進し、効果の積み重ねを実施しています。
その結果、圧縮空気によるエネルギー削減の活動では、CO2排出量を 160 

t-CO2 削減しました。

当社は、経済産業省資源エネルギー庁より、「エネ
ルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）」
に基づく2019年度の報告における事業者クラス分
け評価制度において、最高評価であるSクラスの評

省エネ優良事業者（Sクラス）に認定されました

化学物質の管理
製品に対する環境規制への対応
生活圏の環境を守るために、REACh規則をはじめ、

その他 ELV指令*1やRoHS指令*2などさまざまな法令
や規則などが制定されており、徐々に厳しい規則内容
に強化されています。KYBでは、強化されるRoHS指令
／REACh規則などの欧州環境規制や各国の環境規制
動向を確認しつつ、技術開発計画に盛り込み、対応に
努めています。
現在使用中および新規使用予定の化学物質、化学物

質を含む混合物は、データベースを活用して管理して
おり、お客様から確認を依頼される使用禁止物質およ
び使用制限物質の有無が迅速に確認できるとともに、
随時追加されていく高懸念物質の確認に対応できるよ
うにしています。引き続き、お客様と市場のニーズに
適合した製品を提供できるよう活動を続けていきま
す。具体的には鉛フリーや六価クロム規制の対応をは

照明のLED化による環境負荷低減
KYBグループでは、CO2排出量を大幅に削減すべく、さまざまな省エネ活動に

取り組んでおり、各工場の事務所と生産ラインで使用するライン内の照明数の適
正化と、無人時の消灯センサの設置および既存蛍光灯のLED化を進めています。
その結果、67t-CO2の削減効果を得ています。

環境

ESG推進への取り組み

じめとして、低炭素社会に向けた取り組みやリサイク
ルを意識した製品開発も進めてまいります。
*1 ELV指令：EUで使用済み自動車が環境に与える負荷を低減するための指
令で、2000年10月に発効された。

*2 RoHS指令：電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用を制限する指令
で、2006年7月に発効された。

化学物質等の使用と管理
化学物質等の使用と管理は、その物質の人体や環境

への有害性、危険性について認識し、適切な取り扱い
をすることが必要です。そのため危険性有害性のおそ
れがある化学物質等の管理として、現在使用中および
新規使用予定の化学物質、化学物質を含む混合物のリ
スクアセスメントで必要となる情報をデータベース
によりグループ全体で共有、取扱者の理解浸透を強化
し、適切で安全な取り扱いに努めています。

導入と、その推進を図っています。更新審査において
は、2015年度版に順次移行します。

価をいただきました。当社は今後とも、省エネ活動
に継続的に取り組み、GHG（温室効果ガス）低減も
合わせ低炭素社会に向けた持続可能な社会を目指
した事業活動を推進してまいります。
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